
第９期介護保険事業計画「取組と目標」に対する自己評価結果

区分 現状と課題 第９期における具体的な取組
目標

（事業内容、指標等）
実施内容 自己評価 課題と対応策

根室市
①自立支援・介
護予防・重度化

防止

高齢者の割合が年々上昇しており、特に
後期高齢者が増加傾向にある。R8年４月
末で高齢化率は36.7％。一方で生産人口
が本市を占める割合が年々減少し、医
療・介護の需要が高まるなか、少子高齢
化が本格化。第8期計画に引き続き「市
民力・地域力」を活かし、互いに支え合
う「地域のネットワーク」のさらなる充
実が重要。

高齢者サロンの運営 地域の高齢者が気軽に参加できる場である「サロン活動」を広く
周知し、地域住民が主体的に介護予防活動を行なうことができる
よう普及促進を図ります。

９期計画中の目標）利用者数　1,800　人

高齢者サロンの運営

R7年度　サロン　延べ利用者数　847人。
生きがい活動（ｶﾗｵｹ、麻雀等）の場を提供。

△

周知方法の検討、普及促進に努め、他の事業（チームオレンジ等）とマッチ
ングさせて、新規利用者を増やしていきたい。

根室市
①自立支援・介
護予防・重度化

防止

高齢者の割合が年々上昇しており、特に
後期高齢者が増加傾向にある。R8年４月
末で高齢化率は36.7％。一方で生産人口
が本市を占める割合が年々減少し、医
療・介護の需要が高まるなか、少子高齢
化が本格化。第8期計画に引き続き「市
民力・地域力」を活かし、互いに支え合
う「地域のネットワーク」のさらなる充
実が重要。

生活支援体制整備事業の推進 高齢者の在宅生活を支えるため、多様な主体が参画する
協議体（ささえあい会議）を通じ、生活コディネーターが中
心になって生活支援体制の充実を図ります。

9期計画中の目標）協議体開催数　　年４回
取組み内容：ガイドブックの作成・配布。ふまねっと普及
促進・マップの作成。 生活支援における地域課題の情報
共有。取組みの検討推進

協議体「ささえあい会議」R7年度　年6回実施。
R7年度版ガイドブック「高齢者くらしのお役立ちガイドブック」
の配布。
協議体　年5回。「みんなのふまねっと」月2回社協で開催。
広報の発行。サロン事業「みんなのサロン」年３回開催。高
齢者スマホ教室開催。地域づくり研修会開催。新たな事業と
してボランティアマッチング事業に向けボランティア募集。

○

新たな冊子「健康・社会参加編」をR８年度春に発行し健康・社会参加の促
進を目指す。生活支援等ボランティアマッチング事業として生活支援ボラン
ティア（ささえあい隊）を募集。R８年度試行開始予定。

根室市
①自立支援・介
護予防・重度化

防止

一人暮らしの高齢者等が増加することか
ら、住み慣れた地域で安心して生活でき
るよう地域全体で支える体制の構築が必
要。

高齢者見守りボランティアの拡充 地域住民による高齢者の見守り活動を拡充します。

9期計画中の目標）個人登録者数　　120人
　　　　　　　　　　　　団体登録者数　　50団体

高齢者見守りボランティア事業
Ｒ７年度　登録数　個人10７人　団体４２団体

○

新規登録もあるが、既存の団体会員の高齢化、町内会の減少から継続で
きない団体もある。
地域力を高め、一人暮らしの高齢者が自立した生活をおくることができるよ
う、今後も活動の維持拡充を目指し、目標値達成に向け、事業周知してい
く。

根室市
①自立支援・介
護予防・重度化

防止

高齢者人口や要支援・要介護認定者数の
増加が見込まれている。要介護状態にな
る前の段階で、高齢期の健康つくりや介
護予防に関する知識の普及啓発が必要。
介護予防・日常生活圏域ニーズ調査にお
いても「意識して取組んでいる」29，
0％「きっかけがあれば取り組みたい」
20.0％「体力が落ちてきたら取り組みた
い」12.4％と介護予防への意識の高いこ
とが伺える。

介護予防普及啓発事業 これまで行ってきた事業の継続のほか、高齢者のニーズ
に合わせた介護予防教室を開催し介護予防の普及啓発
を図ります。
9期計画中目標）ふまねっと教室　12回
　　　　　　　　音楽体操教室　　20回
　　　　　　　　介護予防教室　　2回
　　　　　　　　栄養管理教室　  1回

R７年度　 ふまねっと教室 12回　高齢者サロンで開催
　　　　　　音楽健康教室　 12回
　　　　　　筋トレ教室　　　　１１回
　　  　　　栄養管理教室　　未実施

○

栄養管理教室については開催できず、R８年度の開催を目指す。R６年より
男性限定「筋トレ教室」開催。昨年度より期間・回数を増やしたことで参加
人数も増え、参加者からも継続希望あり。今後も市民ニーズに対応した取
組みを考えて事業展開する必要がある。
介護予防を普及することで市民力の向上につながるため、より多くの市民
が参加できるよう取り組んでいきたい。

根室市
①自立支援・介
護予防・重度化

防止

団塊の世代が後期高齢者となる令和7年
(2025年)には、およそ5人に1人にあたる
約700万人が認知症になると推計。認知
症の方を含めた市民一人ひとりが、その
個性と能力を十分に発揮し尊重しつつ支
え合う「共生社会」に向け、正しい知識
と理解のほか、認知症になっても希望や
尊厳をもって暮らし続けていける地域の
支援体制が重要。

認知症の早期発見・早期対応 初期の段階で医療や介護の支援につなげる認知症初期
集中支援チームによる支援を継続。認知症地域支援推
進員による地域の特性に応じた認知症施策を推進.
9期計画中の目標)初期集中支援チーム活動件数　5件
認知症地域支援推進員
・普及啓発の新聞折込やガイドブックの発行
・認知症カフェの開催  開催方法を検討し定期開催を目
指す
・ⅤR認知症体験会ほか、普及啓発、家族支援に繋がる
ような事業を展開する

R７年度　認知症初期集中支援事業　相談件数１件
認知症への普及活動として新聞折込１回、
・認知症カフェin図書館（認知機能セルフチェッカー体験会）
２２名参加
・VR認知症体験会（市民を対象）　　１６名参加
・認知症ガイドブックの配布 ○

認知症初期支援チームについては初期段階での導入について、拒否が強
いなどの困難さがあり伸び悩むが、認知症の相談は多くなっており、活動
につながるようにチーム内で情報共有しながらすすめていく。
早期発見の取り組みとして、体験会を通して「認知機能セルフチェッカー
（VRと視線追跡技術を利用した認知機能チェック）」が効果的であるとし、R
８年度に導入し体験会等で定期的に使用。

根室市
①自立支援・介
護予防・重度化

防止

団塊の世代が後期高齢者となる令和7年
(2025年)には、およそ5人に1人にあたる
約700万人が認知症になると推計。認知
症の方を含めた市民一人ひとりが、その
個性と能力を十分に発揮し尊重しつつ支
え合う「共生社会」に向け、正しい知識
と理解のほか、認知症になっても希望や
尊厳をもって暮らし続けていける地域の
支援体制が重要。

認知症サポーター養成 地域で認知症の方とその家族を支えていく認知症サ
ポーターの養成を進め、チームオレンジ設置に向け
地域の支援体制を強化します。

9期計画中の目標)認知症サポーター
                     　養成者数　2,300人

認知症サポーター養成講座２回　養成者2,0８４名

○

目標達成、チームオレンジ拡大に向け、サポーター数を増やす必要があ
る。

根室市
①自立支援・介
護予防・重度化

防止

団塊の世代が後期高齢者となる令和7年
(2025年)には、およそ5人に1人にあたる
約700万人が認知症になると推計。認知
症の方を含めた市民一人ひとりが、その
個性と能力を十分に発揮し尊重しつつ支
え合う「共生社会」に向け、正しい知識
と理解のほか、認知症になっても希望や
尊厳をもって暮らし続けていける地域の
支援体制が重要。

チームオレンジの設置 地域住民の繋がりが仕組みとなる「チームオレン
ジ」の設置に取組みます。

9期計画中の目標)ステップアップ講座の開催2回、
チームオレンジ設置数2ヵ所

高齢者サロン拠点「チームサロン」。R８年３月メンバー集ま
りお茶会。

△

・チーム構成メンバーに認知症の当事者や家族がメンバーに加わる
様、定期にサロンカフェ等を開催していく中でメンバーを募ること
ができればと考えている。
※当事者が施設入所となるケースや、家族が希望しても当事者が参
加を拒否される場合が多い。

・チームオレンジの２ヵ所目の設置を目指す。見守りボラ団体等に
声掛けしステップアップ講座を開催。

第９期介護保険事業計画に記載の内容 R７年度（年度末実績）

保険者名
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根室市 ②給付適正化

要介護認定者の増加により介護
サービス需要が高まる中、制度の
持続には財源と人材の効率的活用
が不可欠です。国の方針により、
従来の5事業を「要介護認定の適
正化」「ケアプラン点検（住宅改
修含む）」「医療情報の突合・縦
覧点検」の3事業に再編すること
となり、本市もこれに沿って実施
方法を見直します。

要介護認定の適正化
ｅラーニング結果を活用し認定調査の平準化を
図るとともに、認定事務の効率化と審査会の簡
素化を進めます。

eラーニングの活用に向け準備を進めており、認
定事務の効率化や審査会の簡素化についても検
討を継続しています。

△
認定事務の効率化や審査会の簡素化にはモバイル端末の
活用が不可欠であり、費用対効果を十分に検討する必要が
ある。

根室市 ②給付適正化

要介護認定者の増加により介護
サービス需要が高まる中、制度の持
続には財源と人材の効率的活用が
不可欠です。国の方針により、従来
の5事業を「要介護認定の適正化」
「ケアプラン点検（住宅改修含む）」
「医療情報の突合・縦覧点検」の3事
業に再編することとなり、本市もこれ
に沿って実施方法を見直します。

ケアプランの点検
ケアプラン点検を通じて課題を共有し、住宅改
修や福祉用具調査の効果的な方法を検討しま
す。

ケアプラン点検を通じて課題を共有し、関連調査
の検討も進めることができた。

○
点検者によって判断基準が異なるため、点検マニュアルの整
備とケースごとの判定事例をデータベース化し共有する必要
がある。

根室市 ②給付適正化

要介護認定者の増加により介護
サービス需要が高まる中、制度の持
続には財源と人材の効率的活用が
不可欠です。国の方針により、従来
の5事業を「要介護認定の適正化」
「ケアプラン点検（住宅改修含む）」
「医療情報の突合・縦覧点検」の3事
業に再編することとなり、本市もこれ
に沿って実施方法を見直します。

医療情報との突合

医療情報の突合・縦覧点検を全件実施し、疑
義のある請求には事業所確認と指導を行うとと
もに、研修等を通じて職員のスキル向上と効果
的な点検方法の検討を進めます。

全件点検を実施し、疑義のある請求には適切に
対応しました。また、職員が自主的に資料等を活
用して知識を深めることができた。

○
eラーニング教材の導入などにより、時間や場所にとらわれな
い学習環境を整備する必要がある。
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